
































4E5コN 計 就業者数 雇用者数 就業者数 雇用者数
1271 293 5822 4407 
農林水産業 877 21 542 43 
鉱業 10 10 10 9 
建設業 5 5 530 418 
製造業 147 114 1381 1218 
金属工業 8 7 290 157 
機械器具工業 15 14 476 453 
窯業・土石工業 6 5 57 52 
化学工業 15 13 98 92 
繊維工業 64 51 277 127 
製材・木製品工業 8 7 84 54 
食料品工業 14 7 113 103 
出版・印刷業 2 2 77 68 
そのイ也 14 8 
運輸通信業 18 17 354 337 
金融・保険業 8 8 174 108 
ガス・電気・水道業 2 2 33 33 
卸・小売り・飲食業 69 17 1345 960 
サービス業 89 60 1192 973 
不動産業 49 35 
公務 18 18 202 202 
そのイ也 17 13 11 10 
出典:国勢調査
[表3-2)輸出に占める綿織物の比率の推移
年 輸出総額 (A) 綿織物 (B) 輸出比率 (B/A) 
大正15~昭和 5 96.3 18.3 19.1 
昭和 6--1百和10 90.9 18.5 20.5 
昭和11~昭和15 157.9 22.6 14.3 
昭和24~昭和25 13.0 3.4 25.1 
昭和26~昭和30 75.4 11.5 15.2 
昭和31~昭和35 154.8 15.0 9.7 









































年次 綿糸 スフ系 紡績系
1948 (昭和23) 125 11 
1950 (昭和25) 238 40 
1955 (昭和30) 419 179 13 
1960 (昭和35) 564 208 107 
1965 (昭和40) 567 267 222 
1967 (昭和42) 536 251 260 


























































資本金 使用総資本 自己資本 同左率 :主Jじ主 l:.~ 冨3 利益高 製品
社名
(億円) (億円) (億円) (%) (億円) (億円) (%) 
鐘淵紡績 129 1504 273 18 837 5.7 綿18 毛24
化繊19
ユニチカ 223 1737 418 24 377 5.6 綿10 毛7
化・合繊67
東洋紡績 280 1807 474 26 820 16.5 綿23 羊毛13
化合繊64
日清紡績 50 457 206 45 255 9.7 綿38 化合繊
48 
倉敷紡績 40 534 123 23 287 3.5 毛22 綿合繊
73 
富士紡績 50 457 206 23 233 2.8 綿28 毛11
化・合繊61
日東紡績 35 414 37 9 215 2.2 綿36 化・合
繊36
敷島紡績 34 344 91 26 162 1.5 綿37 化・合
繊糸布37





















































































































社名 年 借入金 金融収支 純資産 経常利益
鐘淵紡績 1979 1753 -49 378 36 
1980 1714 -92 327 21 
1981 1685 -68 381 6 
東洋紡績 1979 1310 -30 445 103 
1980 1286 一55 455 90 
1981 1270 -65 488 43 
ユニチカ 1979 1205 -77 279 25 
1980 1202 -41 279 25 
1981 1324 -50 292 19 
日清紡績 1979 56 4 491 110 
1980 53 10 537 116 
1981 48 11 588 70 
敷島紡績 1979 263 -8 90 20 
1980 261 -14 86 10 
1981 292 -14 91 -4 
オ-ミケン 1979 179 -22 86 40 
Lノ 1980 177 -4 99 18 













































































146 6 3.5 
143 8 3.5 
63 16 3.0 
65 18 3.0 
16 4 3.0 
15 6 3.0 
58 8 4.0 
57 10 3.5 
80 19 5.5 
81 21 4.5 
69 8 10.0 
68 8 8.0 
55 6 3.5 
52 7 3.5 
51 5 5.0 
51 6 4.0 
7 4 2.5 







昭24(49) 681 1，680 1，287 
25 (50) 681 2，508 1，793 
26 (51) 729 3，135 2，728 
27 (52) 758 4，763 6，750 
28 (53) 784 7，147 8，936 
29 (54) 782 9，155 7，822 
30 (55) 783 10，705 11，019 
31 (56) 786 14，609 17，047 
32 (57) 789 19，159 17，456 
33 (58) 786 22，241 24，091 
34 (59) 792 25，772 39，289 
35 (60) 785 33，485 56，435 
36 (61) 1，265 49，978 64，297 
37 (62) 1，455 62，133 80，029 
38 (63) 1.574 71，456 77，175 
39 (64) 1，591 81，591 76，943 
40 (65) 1，577 83，438 88，045 
41 (66) 1，562 86，349 97，370 
42 (67) 1，561 91，668 96，392 
43 (68) 1，552 97.697 131.338 
44 (69) 1，556 106，971 190，302 
45 (70) 1，580 118.998 168，247 
46 (71) 1，606 127，400 235，201 
47 (72) 1.627 136，844 495，481 
48 (73) 1，680 149，664 400，341 
49 (74) 1，709 158，584 374，690 


















工場数 12 13 








































































1.=菱レイヨン 3，060 1.東洋紡績 9，445 
2.日本セメン卜 3，012 2.朝日ビール 6，973 
3.富士銀行 2，280 3.大日本紡績 6，650 
4昧の素 2.085 4.日本セメント 6，540 
5日本勧業銀行 1，799 5.富士銀行 6，510 
6.工ビス織物 1，700 6.十条製紙 6，456 
7.日本形染 1.642 7東車合成化学 6，420 
8.東海銀行 1，500 8.旭硝子 6，218 
9.国策パルプ 1，164 9.=菱電機 6，094 

















































































































































































































































































































総言十 8605 8158 8310 
職員 497 458 497 
男子 451 1.07 449 
女子 46 51 48 
雇員 8106 7E;99 7813 
男子 2212 1748 1783 
女子 5894 5951 6030 
事務監理部員 220 ~~62 247 
職員 99 113 117 
男子 98 "112 116 
女子
雇員 121 149 130 
男子 49 63 54 
女子 72 86 76 
現業部門 7935 7895 8092 
職員 352 245 380 
男子 307 295 333 
女子 45 50 47 
雇員 7583 7550 7712 
男子 1735 1685 1729 
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1979年綱淵昭三『日清紡の経営』プレジテント社出典
積極的な工場設備投資
日清紡績は少品種大量製品に特化し、東レや帝人のように衣料品などのJ11下まで降りていく
事業拡大を展開しなかった。また、他の大企業のように川上、川中、川下の聞に介在する問屋
機能を自社内に吸収して、自社営業部を拡大することもしなかった。桜田主張は先述の経営規
模限界の維持に固執したし、得意な専門分野を本業とすることが企業の実力にとって不可欠だ
と考えたからであった。
「三つ桃印」は布地として最良品質であったが、東レ、帝人、鐘紡など大企業はYシャツ、
ファッション製品などの川下部門に進出して、いわゆるブランド製品で消費者に馴染みがある。
その布地には日清紡績の「三つ桃印」が使用されているのだヌ1¥、そのことが消費者の目にとま
ることはなかった。日清紡績が民衆に無名で、あったのは、事業領域が川中部門にとどまってい
たからである。
日本の繊維メーカーは全体として世界1の品質を誇っていて、布地として日清紡
績が他の企業に水を明けるほどに質的差が優位であるというわけで、はなかった。そうなると工
とはいえ、
女ヲ
場では最優秀な機械設備でどれほどl人あたり生産性を高め、かつどんな量の取引にも応ずる
94 
ことができるかどうかという効率の競争になる。
桜田社長時代には先述した島田工場の増設を除いて新鋭工場をつくらなかった。その理由は、
第2次大戦後の僅かな期間を除いて繊維産業が過当競争に入ったので、政府が工場の新設を禁
止したからである。そこで設備投資は既設工場の設備・技術の更新に絞られた。ここで重要な
ことは、新鋭機械設備による更新だけではなく、 lつの工場の設備機械等の改善の効率化で蓄
積したノウハウを他の工場に普及させるという組織効率の競争で、あった。
例えば紡績は糸が寒暖、乾湿に敏感なことから工場内空気調整が不可欠で、あって、そのため
に電力消費量が大きい。競争相手が韓国、台湾となると、世界最高の日本の電力料金が大きな
負担になる。そこで地下水を利用する空調設備で電力使用量を削減することが望ましい。日清
紡績の13工場は立地で地下水を使用できるので、そのノウハウの蓄積によって設備投資がお
こなわれた。
設備機械更新投資は「第14工場」と呼ばれる、株式投資で蓄積された財務資金がふんだん
に使用された。その投資ノウハウも日清紡績のもので、あって、不況時にさがった売値に集中し
て設備機械を一挙に購入したのである。天井が低く古い建屋の工場は、最高の新鋭設備で続々
と更新された。そこから工場の新旧とは無関係に業界ーの効率化を達成していったのである。
1978年時の生産性を比較してみよう O 紡績の生産工程は原料搬送~混打綿~硫綿~精硫~練
篠~精紡~仕上げで、工程聞の断絶を人力でつないでいた。紡績業が労働集約産業であり、発
展途上国の低賃金水準が強い競争力になっていることも述べた。この省力化が課題で、あって、
これが生産'性向上の決め手で、あった。企業の生産性は製品のー梱(こり)当たり生産人員であ
らわされる。業界平均では40番手綿糸で3.5人とされているが各社はこれを最重要な企業秘密
としている。綱淵昭三氏によれば、日清紡績は1.3人以下で、全社規模でこの比率である企業
は他に当時はなかったらしい。 4) 1979年4月の決算時に、東洋紡績は資本金304億円、売上
高2150億円、従業員l万5千人で、あって、日清紡績の資本金60億円、売上高1270億円、従業員6
千人と企業規模では比較にならないほど大きかった。だが営業利益で比較すると東洋紡績は
145億円、日清紡績は127億円の黒字で、あって括抗していた05)
第五章全員経営の実践
第一節全員経営の核心
ホワイトカラーの役割
現在の日本の企業では、ホワイトカラ一層の過剰が大企業で問題とされている。日本ではど
の産業の構成も繊維産業と大同小異の複雑さである。すなわち機械工業で見れば、大規模な親
4)縄胤昭三『日清紡の経営j81-2ページ
5) r賃金車護主J週刊東洋経湖臨時増干111975年版、 1974年所収
企業の完成品製造のために雲霞のような部品下請け企業が多数の階層区分で結びついており、
その原材料、製品販売・サービスにもまた無数の商社、問屋、小売り企業が群れをなしていて、
この取引網の複雑さが外国には日本経済の「見えない障壁Jとして知られている。そこに大企
業の事業領域の拡大が作用したし、情報化技術の発展が加わってホワイトカラー社員が爆発的
に増大していった。その増加を端的に示すのは、 1990年になって製造業でもホワイトカラ一
層の社員の割合が生産現場のブルーカラ一層をうわまわったことであろう O
1950年代後半からの政府の産業政策によって開始された日本経済の高度重化学工業化は、
30年間にわたって切れ目無く続きに続いた。製造業でも流通業でも日本の企業では、物を造
る、売るの流れで工場・販売の部門を「直接部門」、経理、人事、事務管理などの部門を「間
接部門Jと呼ぶ慣習がある。ホワイトカラー社員はこの「間接部門」の担当者とされている。
高度重化学工業化はなんといっても工場部門の生産活動に重点が置かれたから、工場現場部
門における労使関係の安定化に始まり、ここでの品質・生産性の向上に企業は全力を投入して
きた。その反面、間接部門のホワイトカラーについては、雇用安定のもとで、入社後、企業が
必要とする部署に人事異動を頻繁におこない、ほぼ10年刻みの勤続年数になると昇進させ、
さらに一層激しい人事異動をするという、単純な人事制度で管理しつづけた。高度工業化にも
とづく右上がりの経済成長の持続を通じて、給与水準は上昇しつづけたから、工場部門ほどの、
身を入れた経営的管理の必要を感じなかったのである。このようなホワイトカラー社員は「こ
まねずみゼネラリスト」と表現された。経営思想の対象として描かれたとすれば、ホワイトカ
ラー社員層は官庁の役人組織のイメージ、だ、ったといってよいだろう O
大企業のホワイトカラー社員層の激増が開始されたのは1970年代前半からで、あった。この
頃、大企業の人事部に面接するたびに、ホワイトカラー社員の大量採用に警告をつづける人が
いた。経営規模拡大で従業員を単純に増やす経営思想ではなく、ホワイトカラー層の活用につ
いての明確な経営思想を確立することが先決であることを述べたのである。その意見はどの企
業でも瑚笑されて拒否された。「どの企業でも南北の果てまで、いってブルーカラーもホワイト
カラーもかき集める競争に夢中になっている。競争はただ数だ。数がすべてだ。なにを愚かな
ことを言っているのだ。そんなことは集めた後に考えればいいJ。この頃、大企業に採用され
たホワイトカラ一層が現在、ぞくぞくとすべて50歳台に達して早期退職制度の対象になって
きた。このことを考えながら、日清紡績のホワイトカラ一社員層のことを観察してみよう O
桜田氏のホワイトカラー社員層への思想
桜田氏は、最高経営者は日清紡績のホワイトカラ一層から選出される最高能力、最高人格、
最高体力の持ち主でなければならないと定義して、それを社員への講演の中で繰り返して強調
した。桜田氏は1964(昭和39)年、満60歳で社長を退任した。ホワイトカラー職員を前にし
た退任の挨拶で桜田氏は述べた
「最高経営者に必須な要素の中で、最高経営能力という点では、私はまだ皆さんに負けない
95 
% 
自信がある。最高人格ということは自分がどれほど慎んでいても、結局は他人が見ることだか
ら、自分が言うことではないだろう O 私の退任の理由は第三の最高体力である。体力という点
でまだ60歳だから、体力充分だと自分では言える。だが、 60歳を超えると体力が急激に落ち
ていくことは、人間として当然に想像できょう O その前に社長を退任して、最高責任という激
務をこの三点が揃った経営者に委ねることが、人間として正しいことだと私は考えます」。
この言葉は桜田氏のホワイトカラー社員層への経営思想から出てきていた。桜田社長はホワ
イトカラー社員層についての明確な価値観を持っていた。すなわちホワイトカラー社員層から
日清紡績の最高経営者が生まれるという思想である。それゆえにホワイトカラー社員層は最高
経営者の候補者なのであり、そのことを社員に対する講演で繰り返して述べて、社員層には周
知されていたのである。
そこに日清紡績のホワイトカラー職員層の明確な定義の特徴がある。すなわち製造業である
にもかかわらず、経営活動の核心はホワイトカラー職員層であると定義し。そしてホワイトカ
ラー職員層を管理職と平職員に区分し、管理職を管理職と呼ばずに「経営職Jと定義したので
ある。
この定義は他社にも時にはあるような名目だけの呼称、ではない。第lに、日清紡績では、い
わゆる管理職は部長・課長の職位階層だ、けで、あって、それらへの昇進選考は厳密をきわめた。
それゆえに非常に少数者に絞られた。第2に、役員は経営職であるから、経営職としてのどの
職位も兼任するし、部長・課長も役員と同等の役割で社外で活動する。そのことは後述するが、
部長、課長も日清紡績では経営職として実質的に活動したので、あった。
平職員は主任、平職員としての二階層で構成された。平職員は経営職の候補者である。それ
ゆえに主任、平社員にもまた社外の活動で経営職としての活動の機会をあたえることが豊富で、
あった。日清紡績には、ホワイトカラー採用のために他社と競争する狂乱の時代はなかった。
数ではなく質、すなわち仕事は教育という思想を貫いたので、あった。ここが全員経営という活
動の根幹で、あった。その実態を次節で観察しよう O
第二節全員経営の実態
経営組J織の職位比較
そこで桜田氏が日清紡績相談役時代の1978(昭和53)年の大和紡績と日清紡績の役職、管
理職を比較してみよう O 当時の大和紡績は資本金50億円、従業員5，500名で綿53%、化合繊
41%、羊毛6%の製品売上高構成の繊維専業メーカーだが、寝装品、タオルなどの最終加工製
品に降りる努力を推進していた。日清紡績は資本金60億円、従業員6.176名で売上高構成で綿
33%、化合繊維43%であり、非繊維事業に盛んに進出して自動車用などのブレーキ製品 9%、
ウレタンフォーム7%、紙製品6%、その他2%、合言t24%を占めるに至っていた。 2つの企業は
資本金、従業員数が似ているので比較が可能だが、大和紡績では最終加工製品を展開し、日清
紡績の方では事業が多岐化しているという理由で、役員・管理職の多少に相違があったかもし
[表5-1] 大和紡績、日清紡績の役員、管理職の比較 (1979年)
大和紡績
資本金50億円、従業員5，500名
代表取締役・社長、 68歳
代表取締役・専務、 61歳
常務取締役、 58歳
常務取締役、 54歳
取締役・衣料寝装部・羊毛部担当、 51歳
取締役・化合繊部長、 55歳
取締役・財務部長、 50歳
取締役・織布工務部長、 52歳
取締役・総務部長、 51歳
取締役・原材部長、 51歳
取締役・産業資材部長、 51歳
取締役・人事部長、 50歳
監理室長、 51歳
監理副室長・監査課長、 62歳
事業管理課長、 46歳
総合企画室長、 52歳
総合企画室副室長、 54歳
主任部員、 48歳
主任部員、 42歳
電算課長、 47歳
総務部副部長、 47歳
主任部員、 44歳
財務部会計課長、 42歳
財務部経理課長、 45歳
人事部人事課長、 49歳
人事部労務課長、 43歳
主任部員、 47歳
主任部員、 48歳
原材部原糸課長、 52歳
原材部原反課長、 45歳
主任部員、 46歳
紡績工務部長・紡績課長、 53歳
副部長・施設課長、 53歳
主任部員、 47歳
主任部員、 48歳
主任部員、 55歳
工務調査課長、 53歳
主任部員、 46歳
織布工務部織布課長、 48歳
主任部員、 48歳
主任部員、 50歳
加工工務部長、 52歳
日清紡績
資本金60億円、従業員6，176名
代表取締役・社長、 58歳
代表取締役・専務・営業本部長
-大阪出張所長、 58歳
代表取締役・常務・工務本部長、 60歳
代表取締役・常務・人事部長、 59歳
常務取締役・事業部長、 54歳
常務取締役・営業第一部長
・大阪出張所次長、 54歳
取締役・営業第二部長、 54歳
取締役・紡織加工部長、 54歳
取締役・総務部長、 57歳
恥締役・針崎工場長、 52歳
取締役・徳島工場長、 52歳
取締役・事業部次長、 50歳
取締役・藤枝工場長、 51歳
取締役・富山工場長、 51歳
取締役・浜松工場長、 49歳
総務部総務課長、 55歳
経理第一課長、 54歳
経理第二課長、 51歳
総務課長、 46歳
営業部・長鰍量課長、 50歳
加工第一課長、 44歳
加工第二課長、 51歳
事業部事業第一課長、 49歳
工務本部工務課長、 50歳
人事部勤労第一課長・厚生課長、 48歳
保健課長、 54歳
名古屋出張所長、 51歳
島田工場長、 52歳
戸崎工場長、 46歳
能登川工場長、 50歳
川越工場長、 48歳
美合工場長、 48歳
西新井化成工場長、 50歳
吉原製紙工場長、 55歳
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明加工技術課長、 46歳
化合繊部副部長、 50歳
ボリプ口課長、 46歳
化合繊技術課長、 46歳
技術開発室長、 52歳
主任部員、 44歳
営業業務部長、 51歳
副部長50歳
営業総務課長、 45歳
原綿課長、 50歳
商品開発室長、 52歳
主任部員、 50歳
販売開発課長、 41歳
衣料寝装部長、 50歳
衣料織物課長、 47歳
寝装織物課長、 44歳
製品課長、 41歳
羊毛部長、 50歳
羊毛課長、 45歳
ニッ卜部長・ニット営業第二課長、 51歳
ニット営業第一課長、 50歳
ニット技術課長、 45歳
産業資材部首席部員、 51歳
産業資材課長、 49歳
主任部員48歳
主任部員、 43歳
金沢工場長、 51歳
福井工場長、 48歳
舞鶴工場長、 51歳
和歌山工場長、 48歳
出雲工場長、 50歳
播磨工場長、 51歳
播磨研究所長、 51歳
益田工場長、 52歳
稲沢工場長、 50歳
東京支庖長、 48歳
名古屋営業所長、 49歳
今治出張所長、 45歳
以上81名
出典. rタイヤモンド会社職員録Jl1978年
以上33名
れない。そこで1978年の役員・管理職全員とその年齢を表5-1 に列挙して比較した。
第lに、一見して役員・管理職の総数の驚く程の違いが目につく O 大和紡績では総数81名な
のに、日清紡績は33名と大和紡績の4割の人数に過ぎないことが目立っている。第2に、役員
の担当責任がまったく異なるO 大和紡績での役員配分の内訳は、代表取締役2名、常務2名、
担当取締役l名、取締役部長7名で、あって役員総数は12名であり、その平均年齢は58.7歳である。
これは決して異常ではなく、大和紡績の役員機能配分は日本の大企業では当時のごく普通の例
として考えられる。むしろ日清紡績の方が異常であった。すなわち日清紡績は、役員こそ15
名で異常の少数ではないが、その経営機能の配分が大和紡績のように整然としていなし、。その
平均年齢は54.3歳で大和紡績よりも若い。大和紡績では経営活動の総括機能は常務以上の5名
に委ねられているのに比べて、日清紡績は杜長l名に委ねられていて、専務取締役は営業本部
長、大阪出張所長に任じられている。しかもこの大阪出張所では次長が常務取締役であり、そ
の常務が営業第一部長を兼務務しているのである。
日清紡績は東京が本社、大和紡績は大阪が本社である。繊維業では大阪は重要な拠点である。
東京では日本橋横山町が繊維問屋街で、あって、そこに本社があるのだから、この専務取締役へ
の布陣はうなずけるのだが、大阪で常務取締役が次長という肩書を持つことは日清紡績以外に
は考えられないことであろう O なぜならば、本社の営業第二部長には平取締役が任じられてい
て肩書が大阪よりもずっと低く、職位構成としてまことにいびつだからである。無理しでも職
位の肩書をあげてやるために職位数を増やすことが、会社の温情であるという価値観は日清紡
績にはなかった。
また、先述したことではあるが、 5つの工場では取締役が工場長に任じられている。大和紡
績ではこの例は皆無である。工場長が取締役であるのは巨大企業で見られる。例えば新日鉄で
は事業所長は副社長であることが普通である。新日鉄はこの年には、資本金3000億円、役員
48名、 7万6千人の従業員をもっ日本最大規模の企業であったから日清紡績とは比較の対象に
なりえない。日清紡績の企業規模から考えると、工場長に取締役が任じられているのは、日清
紡績の工場重視の経営思想で、あったといってよい。
第2に、管理職の方に目を向けると、大和紡績では部長、副部長、副室長、課長の階層のほ
かに、部長ないし課長に相当する主任部員が管理職位に組み込まれ、それ以外に工場長、支庖
長、営業所長、出張所長の職位が並列されていて、まさに大企業なみの複雑さ、親切さがあら
われている。また衣料寝装部、羊毛部、ニット部に合計9名の管理職が配置されている。日清
紡績では大和紡績にはない次長の職位があるが、それは常務取締役l名だけだから、ここでは
複雑さ、親切さの話からは除いてもよいだろう O
日清紡績の管理職名はすべて図5一lで見るように、部長、課長の2階層で統一されており、
8名の工場長も課長・工場長として辞令が交付された。名古屋出張所長も辞令は課長である。
非繊維部門は売上高で全社の24%を占めていたが、工場別の生産で、あって、大和紡績のように
別々の事業組織を立てているわけで、はなかった。日清紡績の課長数は19名である。先述の組
5り
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織図によれば課数は26である。調査室は兼務で職制はない。これに取締役担当以外の工場長
(課長)、名古屋出張所を加えると課数は34になる。計算が合わない。ここが日清紡績の特徴で
あって、課長職位は欠員なのであり、部長が課長の責任を取り、課の業務は全体で110名であ
る主任が執行する。欠員の課長をすぐに埋めることはしないから、日清紡績の職位は穴だらけ
である。その好例は工務本部で、あって、常務取締役が工務本部長、取締役が紡織加工部長であ
る。工務課長だけはいるが、他の課長は欠員である。実際の生産業務はすべて各工場に権限を
委譲してあるのに。
[図5ー 1] 日清紡績のホワイトカラー社員編成
社長
役員
経営職
部・課長
主任
職員
不況解雇せず
日清紡績の経営活動の核心がホワイトカラー(職員)層におかれていることについては既に
述べた。そのホワイトカラー層の全員経営活動ということが桜田氏の経営思想の柱の一つであ
った。全員経営という以上、入社した社員を定年まで雇用しつづけ、定年後の生活の安定保障
を図ることが経営思想になる。日清紡績が唯の一回も不況解雇をしたことがないことはよく知
られていた。そのことには一つの記憶がある。 1978(昭和53)年の石油ショック以後の長期
不況で日本の大企業が次々に人員整理を開始し、一部上場企業で合計30万人の解雇が行われ
た。この時から日本の大企業は長勤続の高年層男子社員を人員整理の重点にし始めた。その真
っ只中、日本工業倶楽部の一室で、桜田氏と2人で、窓の外を見る機会があった。桜田氏は「折角、
懸命に育てて、やっと一人前になって、手足のように動いてくれるようになった社員を放り出
すなんて、なんてもったいないことをするんだろう O 日本もこれで終わりだな」と目に涙をた
めて悲しまれたのである。桜田氏のこの涙声を私は忘れることができない。
ホワイトカラ一層は経営者に不可欠である最高の能力、最高の人格、最高の体力を持つ経営
者が育つ基盤だと桜田氏は考えた。経営活動とは、桜田氏にとってはその諸要素を持つ人材が、
教わりながら学んでいく教育活動であると考えた。すべてのホワイトカラー社員にその機会を
あたえるために、人事異動を利用する。人事異動とは最高の経営者を生み出すための教育だと
桜田氏は言う O
全員経営を実践し、勤続年数を基準尺度にすれば、経営組織はピラミッド型だから、管理職
位の数が増加し、やがてポスト不足になることは目に見えている。そして殆どの大企業がその
ことを経験している。桜田氏は、ポスト漁りではなく、職業として仕事に執着する人材を育成
することが、ホワイトカラー職員への本来の教育だ、と考えていた。もちろん、桜田氏は近代経
営としての全員経営を実現しようとする際にそのポストの問題を十分認識していた。そこで桜
田社長は、繊維産業の複雑な構造の中から企業の事業活動の範囲を、得意な分野に限定する意
思決定をした。すなわち、大企業で掘り下げることができる糸の製造、紡織、染色加工の川
上・川中部門に止まって、良質大量の一次製品の提供に事業を限定したので、あった。この限定
は多数の大企業がブランド入りのシャツ・編み物等の繊維製品の川下部門を展開しでも、日清
紡績が「三つ桃印」の織布の生産にとどまったことに端的にあらわれていた。そのために日清
紡績の知名度は極度に低かったが、桜田氏は事業を限定することで、職員の業務を広げずに、
企業を長期にわたって安定不動にすることを決定したのである。第14工場と言われる資金蓄
積部門を早期に開始したのも、企業の長期安定を目的としたからで、あった。
全員熟知
桜田社長以来、日清紡績の社長は半年にl回、全工場を巡回する義務がある。これを桜田氏
は相談役に退いても継続した。しかも予告せず、社用車も使わずにl人で、回って、設備・工程
のみならず社員に面接するのである。桜田氏が微笑みながら話すlつの余談がある。会長退任
時に旧制高校の仲間と銀座のバーに入った時、 l人のホステスに呼びかけられた。日清紡績の
工場の昔の女子工員で、あった。その時、全工場巡回の賜物だ、と桜田氏は喜んだ。先述したこと
だが、東邦レーヨンの業績が悪化して富士銀行の岩佐頭取から再建を依頼された。富士銀行は
日清紡績の主力銀行で、桜田会長は岩佐頭取と財界で、親しかった。すなわちそれ以前に東邦
レーヨンは鐘淵紡績との合併を決めたが、鐘淵紡績が人員削減を要求し、東邦レーヨン労働組
合が強硬に反対して合併は流れ、社内は険悪になっていた。桜田会長は再建を承諾し、日清紡
績の常務取締役を社長に送り込み、自身は相談役として東邦レーヨンの工場、各事業所を巡回
し、いつもの社員との全員面接の行脚を実行した。倒産寸前の東邦レーヨンが、日清紡績に吸
収合併されることなく、独立会社として立ち直ったことは既に述べたとおりである。
日清紡績の新卒採用ホワイトカラーは毎年10---'40人の問であり、ここでも当時の風潮と孤
立して少数だ、った。日本的経営の経営規模には、先述のように、一定の規模限界があることと、
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それに組織構造にピラミッド型の階層限界の原理があることを意識していたからである。役員
にはホワイトカラー社員の全員を熟知することが義務づけられた。こうして最高能力、最高人
格、最高体力をもっ可能性がある人材にしぼって管理者とする限定が実行されたのである。課
長選考には役員全員の出席による審査がおこなわれた。この選考方法についてはは現在でも継
続されていて1993(平成5)年の「日経産業新聞」では丸l日間をかける選考の状況が詳細に
紹介されている。
その選考時に適切な昇任人材がいない時には、無理に席を埋めない。それゆえに課長の席は
欠員となり、上位管理職が課長を兼務した。この方法は業界で、は有名で、あった。桜田社長時代
には取締役兼課長もいた。業界の課長会議があり、他の杜の出席者は30歳半ばの課長なのに、
日清紡績では50歳前の取締役が出席して会議をしばしば困惑させた。官庁には次長が会社を
代表してあらわれるので、社長はなぜ来ないと相手にされないこともあった。日清紡績では課
長以上は経営職として会社の代表者としていたのだ、った。
すなわちホワイトカラ一層は、管理職は少数で、あって、平職員が回転する動輪を動かす動軸
になっていた。しかもこの動軸を役員と共有していた。動輪は全体として規模限界を考えて大
量に採用しない、採用した社員は解雇しない、その代わりに最高能力・最高人格・最高体力の
人材に育てることを目標として、勤務をその教育として厳しく育てる、戒告・減給は頻繁であ
る、管理職選考は勤続・年齢は除外して、目標人材の諸要素を基準にするという人事制度を確
立した。そうすると、業界での自立経営活動を目指すから、基準の尺度は高くなっていかざる
をえなかった。主任は管理職ではなく、ここで、管理職への選択がおこなわれたのだが、普通の
ホワイトカラーの昇任は主任まで、で、あった。だからといって給与水準が他社にくらべて飛び抜
けて高いわけで、はなかった。例えば、 1974(昭和49)年の男子大卒者の基準内月間給与を比
較してみよう o 30歳で綿紡4社ではユニチカ15万6千8百円、東洋紡績14万5千50円、大和紡績
14万19百円に比べて日清紡績では15万7千4百円で、確かに綿紡では最高であるし、他産業と
比較しても日清紡績の給与水準は高いと言える。だが、合繊各社の束レ18万9千50円、倉敷
レーヨン17万4千円、旭化成16万9千50円の三社には及ばなかった。
給与水準でまあそこそこだとすれば、ホワイトカラ一層にとっては、選考が公正であり、自
分が全力を投入する機会をふんだんに与えられ、選考者が自分を熟知している上での結果であ
るという納得性の方(居甲斐いがい)が重要であろう O その納得性の維持も一定限度の人員
規模が守られて、教育本位の仕事がえられての事であろう O
これが日本的経営なるものの経営思想の本質である。いわゆる集団主義経営なるものも、こ
の規模限界を超える企業はもはや日本的経営とはいえないだろうO その運用のすべてが規模の
拡大のために制度化されたら、官僚制化を免れない。桜田氏が言うように、日本的経営は大規
模経営には適さない。最高経営者が「経営職」社員を熟知する規模限界を超えたら、最適規模
範囲内の分社ないし並列する別企業を起こすべきだ、ったであろう O
第三節全員経営の経営活動
仕事は自分への教育
日清紡績のホワイトカラー社員(職員)はスペシャリストではなくゼネラリストとして教育
された。従業員総数約6.000名、その中で役職員を含めてホワイトカラー社員は750名で、あった。
その内の本社職員は僅かに110名で、あった。そうなると特に事務系職員はゼネラリストでない
と業務を消化できなかった。例として昭和23年入社、昭和46年取締役のある人の23年間の職
歴を見ると、本社経理、工場勤労、工場会計事務、工場副長、大阪事務課長、本社経1務部長付、
経理課長、取締役・総務部長と転々とする異動暦で、あった(綱淵『日清紡の経営j52ペー ジ)。
桜田社長時代には特別の新入社員教育はなく、すぐに仕事現場に配属された。その頃はそれが
普通で、日清紡績が例外なので、はなかった。桜田氏もそうで、入社して名古屋工場の現場作業に
配属された。半年l回の工場巡回は宮島清次郎社長時代から始まった。 1926(大正15)年入社
の東大出のエリート職員の桜田氏は工場配属が不満で、巡回してきた宮島社長に「日清紡に入
ったのは道を誤った気がするJと言った。宮島社長は烈火のように怒った。「国家社会に役立
たない会社と思ったら、会社をつぶしてから辞めろ」。
事務職に配属されても教育は厳しい。桜田社長の退任で1969(昭和34)年に継いだ露口達
社長は、ある男子職員が昼食時にそばの女子社員に「ついで、に買ってきてよ」と自分の昼食を
たのんだことを目にして怒った。「君達の買い物のために女子社員がいるのではない。自分の
ことは自分でせよ」。露口社長は、その部署にいた2---3人の女子社員をすぐに他の部署に移し
てしまった。日清紡績では工場の女子社員の採用まで社長が直接に決裁する。日本の総合商社
では、 l人の男子社員の仕事を支えるためにl人の女子一般職社員が補助としてつく仕事ぶり
で、あった。最近の若手社員は社外に出ると、この女子社員のことを「秘書が、秘書が」と連発
して無関係な聞き手を苦笑させたが、この男子社員にとっては、日清紡績のこの話は生き地獄
のように聞こえただろうO
日清紡績の職員には仕事は教育であることを徹底した。日j青紡績の製品は総合・専門商社を
通じて縫製業に流れた。営業部門では販売製品については、現金取引の場合だけ集金したが、
手形取引には集金しなかった。商社はメーカーには手可処初|で、支払日にメーカーが集金に来
るのが普通である。日清紡績は原綿の手当て以外の仕入れはすべて現金払いで、手形の場合に
は商社に届けさせた。そのために商社で人事異動があるたびに日清紡績との聞に悶着が起きた。
大総合商社に手形を届けさせるような企業は日清紡績しかなかったからである。現金の入手日、
時間を確実にすることは営業部員への教育の一つで、あった。手形を交換した以上、それを現金
化するのは商社の必要であり、商社の仕事で、あった。 その代わりに日清紡績では製品渡しの
契約をきちんと守ることも教育で、あった。繊維製品は市況製品だから、値段が上がると目先の
儲けのために「工場が混んで」等と理由をつけて製品渡しの期日を伸ばして、その契約ずみの
製品を高値の方に回してしまう企業がある。日清紡績ではそれをしなかった。売手・買い手の
関係は対等という契約原則の教育が営業部員に徹底して行われた。
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「単騎出陣」
1970 (昭和35年)入社の技術職員が入社2、3年の頃、「ドイツ技術導入でラベル印刷を始め
る。やってくれJと言われた。ドイツ語の原書がl冊あるきりの分野で、その職員はドイツ語
の知識も大したことはなく、印刷のことはまったく知らなかった。その職員は悪戦苦闘しそ
の末、単独でドイツに派遣された。ドイツ機械を輸入後に、創業もl人でまかせられっきりだ
った。製品が採算に乗り始めたのは3年後で、あった。こういう仕事も教育で、あった。(綱淵『日
清紡ロマンへの挑戦J70ペー ジ)。
日清紡績の全員経営はこのように集団主義活動で、はなかった。日清紡績では「単騎出陣」と
いう用語を使った。上司とベアで業務をするということはなかった。営業も渉外もl人にまか
せるという教育で、あった。例えば、各社合同の大学新卒採用の説明会で、他社では人事担当常
務取締役が出席する場合でも、日清紡績で、は人事部の平社員が行った。そこで他社の大学同期
生が常務のお供で来ているのに会うことがあった。日清紡績では常務取締役のお供ではなく、
単独で、来た平社員が他社の常務と並んで、説明担当者なので、あった。
既に述べたことだが、業界の社長会に、課長が日清紡績を代表して出席して他社社長と並ん
で会社としての主張をすることは頻繁で、あった。化繊協会でステープル・ファイバー問題で社
長会が聞かれたことがあった。大企業の社長ないし専務取締役がずらりと出席した。日清紡績
では主任が出席して自社の意見を述べた。「誰が出ょうと、日清紡績の意見は一致している」
というのが日清紡績の姿勢で、あった。単騎出陣はこのための教育で、あった。
こまねずみゼネラリスト
こういうことから、日清紡績の教育こそ「こまねずみゼネラリスト」にふさわしい仕事ぶり
であろう O むしろ、日本的経営の「こまねずみゼネラリスト」の定義は、これが本来の定義で
あって、会社の言いなりに勤務していれば、やがては管理職、役員に年功で昇進していく、と
いう慣行は、安全保障体制、自民党55年間政権体制の中で、政府・官庁が育成した、別の、
すなわち日清紡績の日本的経営とは異なる、第二類型の「産業政策型日本的経営Jと呼ぶべき
日本企業類型だ、ったと思われる。
桜田氏はもそれ以後の社長も、この職員の教育を「少数精鋭主義」とは言わない。桜田氏は
これを「全員経営者教育Jと言った。その理由は、いうまでもなく、こまねずみゼネラリストの
仕事教育の中では、昇任からこぼれる万年平社員が多数出るからである。日清紡績の信賞必罰
は厳格で、あって、取締役が工場長会議でミスをしては減俸にされた。その時、必ず露口社長に
も減俸の経験があったことを教えられた。ほとんどの役員には減俸・減給の経験があったI)。
ここが桜田氏の「全員経営」思想、の実践についての評価の分かれ目であろうO 私は日本的経
営を論ずるにあたって、日本的経営の最深部に置かれる要素として、物についてではなく「心
1)以上の個々の事例は緬周正三旧清紡の経営』および純脚百三『日清紡 ロマンへの封蝉主堅実企業の変身経営』
ビジネス社、 1989年による。
の信頼関係」を置いた2)。 人間はどんな環境に置かれでも、物と心とがくつついて離れない
生命を持っているので、あって、協働に心の信頼関係(トラスト)がなければ、組織の生命は無
いと考えたからで、あった。この要素は経済学・経営学からは分析不可能な文化要素を持ち込む
として、とくにその頃の欧米的社会科学者からは評価が低かったが、そこがここでも同じく評
価の分かれ目になる。日本的実質平等主義思想から言えば、経営組織の職位昇進は、同一学歴
ならば、勤続年数・年齢などの自然変数で計算して並び昇進が正当であるし、それを実現する
ためには事業成長で規模拡大しかない、という単純な真面白さの志向になる。実際、 1965年
以降では多くの大企業が高度成長時代だとして、新卒者採用について「狂奔」という形容が
ぴったりの求人行動をとった。 1990年代に入って、長期不況の環境とはいいながら、新卒者
採用に無関心になり、他方ではこの時代の新卒採用者に対して人員整理の重点が向けられだし
ている理由は、単に中高年化、高人件費だ、けで、はなかったように思われる。それは、本来の日
本的経営の経営思想が欠如していて、第二類型の日本的経営を日本的経営と，思ってしまったこ
とに由来したのではないだろうか。
2)拙著旧本町経営の人事戦略』同文舘、 1987年
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結び
桜田氏の近代経営下の全員経営
日清紡績の全員経営活動の全体図を描いて見れば、図5-2のようになるだろう O すなわち、
工場部門の現場作業員のほとんどは中学卒業の若年女子であり、少数の男子作業者が指導者、
監督者で、あった。女子作業者は企業内定時制高校に通学し、高校卒業者として短期間に退職し
た。企業内労働組合の主力はこの若年女子層で、あった。労働組合は全繊同盟(現在のゼンセン
同盟)に加入しており、労働条件、労働関係秩序は労使関係で形成・維持された。全繊同盟
(ゼンセン同盟)は日本でも非常に少数の近代的労働組合で、あって、繊維産業の維持存続のた
めに高生産性のための投資に好意的であり、日清紡績の職員からも全繊同盟への専従役員が選
出されていて、工場の労使関係は安定していた。
ここで繰り返して指摘したいことは、いわゆる日本的経営の性質には人員規模の限界があり、
経営の限界は最高経営者の眼が届く責任範囲内と桜田氏が考えていたことである。桜田氏の社
長時代には日清紡績の従業員総数はl万人に達したことがあった。桜田氏の脳中では、製造業
では管理者を事実上の経営職として、最高経営者が見られる役員・管理者が40名、 l人の役
員・管理者が見られる社員が50名(露口氏)とすれば、主任70名を組み入れでも、ブルーカ
ラー社員を含めて従業員数合計は6000名が限度で、 l万名では大きくなりすぎたというのが口
癖で、あった。事業がそれ以上に拡大するならば、それはまた独立した別の会社組織にすること
が桜田氏の経営の，思想で、あった。
すなわち、これを一般化すれば、近代的市場経済を創造し、その市場経済で自立する社会の
公器」としての企業が競争することを通じて国の資本主義経済が発達する。その自立企業は
「全員経営」を経営活動の柱とする。「全員経営」をつくるとすれば、経営規模は小さく、こま
ねずみのように常に従業員が仕事で回転するのでなければなりたたない。規模は小さく、経営
は近代的、資金は自立、設備は最新、ブルーカラー社員とは近代的労使関係、ホワイトカラー
社員はこまねずみゼネラリスト、教育は「社会の公器」としての経営者の給営責任を分担でき
るように、こまかに厳しく、仕事は単独まかせきりで育て、人格、能力ともに最高経営者が生
まれることを期待する、ということが日本的経営の定義になる。これ以外のどの要素が欠けて
も日本的経営ということはできない。
従来、日本経済は高度工業化路線を藁進してきたから、「日本的経営」論では、製造業の工
場や運輸業・流通業などでも作業現場のブルーカラー労働者が主対象であった。ホワイトカ
ラー職員は、直接作業者への支援職務として対象から切り捨てられて、著しく理論として不備
で、あった。そこで本稿はその不備を補完するために、同時代のホワイトカラー職員に観察の対
象を集中した。日j青紡績はその点で、最高の観察対象だ、ったのではないだろうか。
1985 (昭和60)年からの第2次大戦後は、米ソ巨大国相互の冷戦が消えたという意味で、
新しい世界の出現であることで、はっきりと前の時代と区分される。この同じ年に桜田武氏もこ
の世を去った。日清紡績もまた1986年から大きな変革へと旅立った。巨大規模に膨れ上がっ
た日本の大企業もまた、この戦後第2期への再出発のために事業の再構築に取り組んでいるし、
新事業を拠点とする新しい企業が次々に名乗りを挙げるようになった。
{図5-2] 日清紡績の近代絵営と全員経営
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桜田武氏は、青少年時代に「大正デモクラシー」の中で呼吸し、壮年時代に指揮官として戦
闘を保験し、敗戦後の占領軍政下で、企業経営責任者になった人にふさわしく、近代経営と全員
経営の二材主を明解な論理で具体化して戦後第1期を出発したと考えられる。
占領軍政下でのアメリカの社会的存在としての企業、市場の存在としての近代経営の思想と
経営技術への衝撃的な接触、第2次大戦後の貧乏な状況からの企業の復興と自立、近代的労使
関係の樹立、ゼネラリストとして入社してくる少数のホワイトカラ一層を栓営活動の柱にする
ということが、桜田氏の論理の源泉だ、った。
1985年からの戦後第2期を見ると、第l期とは日本の出発点は大きく異なる。すなわち、日
本の経済規模は世界のトップを争う巨大さであり、世界の最大企業にランクされる日本の巨大
企業も続々と登場したし、なによりも日本の企業はl万3千社以上の子会社を世界に展開する
ようになった。もしもそれらの日本企業が他の世界とはあまりに異なる経営ルールで活動する
としたら、それが国際摩擦の主理由になっていくであろう O 桜田氏は、日経連会長を勤めてい
た1972(昭和47)年、第l次回中角栄内閣が9月に訪中して、日中国交回復を実現した時、こ
の前後で大企業が訪中団を組んだり、あるいは単独で、先を争って、中国への事業進出を狙い始
めた性急な姿を嘆いた。すなわち、社会主義国の脅威に対して、日米安全保障条約を日本が締
結していることを忘れているのか、商談を進める本当の人材が社内に整っているのか、経営者
は明確に自身の企業の統治の政策(コーポレイト・ガバナンス)を実践する自立した政戦略を
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持っているのか、と、これを機会として問うたのだ、った1)。現在からは25年も前のことだが、
たしかに知識技術ではなく、人間の思想を重視するような日本の企業経営の時代は、第2期に
はlつの節目をむかえているように思える。
1) rいま明かす戦後秘史』下巻223、239、241ページ
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